



令和８年度
沖縄・ハワイ等アジア太平洋島嶼地域
連携推進事業委託業務



提案に係る様式集


· 様式中の例示・注釈文（赤字斜体）は、提案時には削除してください。

１　企画提案応募申請書 ………………………………………………………… 様式１

２　企画提案書 …………………………………………………………………… 様式２

３　実施計画書 …………………………………………………………………… 様式３

４　経費見積書 …………………………………………………………………… 様式４

５　研究交流実施体制 …………………………………………………………… 様式５

６　誓約書 ………………………………………………………………………… 様式６



· 各様式を記入するにあたっては、必要に応じ、複数枚にまたがって記入しても差し支えありません。
· 各様式はすべてＡ４縦・横書きとします。
· 関連資料及び図面等の添付も可としますが、原則としてＡ４縦・横書きで編集して下さい。
· 様式、関連資料及び図面はＡ４縦サイズに統一して編てつして下さい。


【様式１】

令和８年度　沖縄・ハワイ等アジア太平洋島嶼地域連携推進事業委託業務
企画提案応募申請書

　みだしのことについて、次のとおり応募します。

令和　　年　　月　　日


　沖　縄　県　知　事　　殿


	所属機関名
	

	研究責任者
氏名
	
	研究責任者
フリガナ
	

	所属部署
	

	役職
	

	郵便番号
	
	住所
	

	TEL
	
	FAX
	

	e-mail
	






【提出書類】
①企画提案応募申請書(様式１)
②企画提案書(様式２)
③実施計画書(様式３)
④経費積算書(様式４)
⑤研究交流実施体制(様式５)
⑧誓約書(様式６)


【様式２】
令和８年度　沖縄・ハワイ等アジア太平洋島嶼地域連携推進事業委託業務
　企画提案書

１．提案名



２．提案内容
「令和８年度沖縄・ハワイ等アジア太平洋島嶼地域連携推進事業委託業務：企画提案仕様書　５．委託業務内容」に沿って提案してください。
　
(１)　研究交流の実施
①　提案する研究機関等とその理由
②　①の研究機関と研究交流（意見交換等）を行う研究の内容及び同研究内容の本県との親和性
③　本県の科学技術又は産業の振興や社会課題解決への貢献
④　本委託業務終了後における交流先との共同研究等の展望

※上記項目について、全てその提案理由も含めて説明すること。
※提案に際しては、本受託事業終了後の共同研究等の継続を前提とした内容とすること。











【様式３】
令和８年度　沖縄・ハワイ等アジア太平洋島嶼地域連携推進事業委託業務
実施計画書

　本委託業務を進めるためには、いかなる項目をどのような行程で行うか、以下のような一覧表にまとめて下さい。


受託者

（例　示）

	事業項目
	Ｒ８

	
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３

	⑴　研究交流
①事前打合せ
②現地視察及び意見交換
③共同研究に向けた打合せ





	

	

	

	

	
	
	
	
	
	
	
	









【様式４】
令和８年度　沖縄・ハワイ等アジア太平洋島嶼地域連携推進事業委託業務
経費見積書
　　　　　

　本委託業務を進めるための経費見積について、以下のような一覧表にまとめて下さい。


（例　示）
	項　目
	目的・内容等
	積算内訳等
	金　額
	備　考

	Ⅰ　直接労務費
	
	
	
	

	Ⅱ　直接経費
	
	
	
	

	　１　旅費
	職員旅費
	○人×○回
	
	

	　２　謝金
	
	
	
	

	　３　消耗品費
	
	
	
	

	　４　印刷製本費
	ポスター
業務報告書
	
	
	

	　５　会議費
	会場借料
	
	
	

	　６　その他諸経費
	
	
	
	

	Ⅲ　一般管理費
	
	
	
	

	Ⅳ　再委託費
	
	
	
	

	Ⅴ　消費税及び地方消費税
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	



※　Ⅲの一般管理費は、「Ⅰ 直接人件費」＋「Ⅱ 直接経費」の合計額の10％以内とします。
※　上記は、あくまでも記入例ですので、提案内容に合わせて項目の追加削除を行って作成願います。
※　経費区分（項目やその内容）については、「令和８年度沖縄・ハワイ等アジア太平洋島嶼地域連携推進事業委託業務企画提案仕様書」を参照してください。






【様式５】
令和８年度　沖縄・ハワイ等アジア太平洋島嶼地域連携推進事業委託業務
研究交流実施体制

　本委託業務を進めるための実施体制について、以下のような表にまとめて下さい。

（例　示）
１．研究交流実施体制図受託者




○○○○大学　　○名


・○○　○○○（氏名）

・○○　○○○（氏名）

・○○　○○○（氏名）


ハワイを含むアジア太平洋島嶼地域の研究機関等

○○大学（国名）
○○センター（国名）



研究交流













	

２．業務項目別実施区分

	氏名
	所属機関･部署･役職
	本委託業務において担当する内容

	○○　○○〇
	○○大学・○○研究所・教授
	総括・現地調査、共同研究に関する打合せ

	○○　○○〇
	○○大学・○○学部・教授
	現地との調整、連絡補助

	○○　○○○
	○○大学・財務経理部・○○
	経理処理




・　研究交流実施体制を記入してください。
・　県との円滑な連絡・調整体制がとれるよう、全体を把握する担当者（総括）を配置してください。



【様式６】
令和　　年　　月　　日

誓　約　書

沖縄県知事　殿
住所
所属機関名
代表者
研究責任者  　      


「令和８年度沖縄・ハワイ等アジア太平洋島嶼地域連携推進事業委託業務」企画提案公募への参加申請を行うにあたり、下記のことを誓約します。

記

１　地方自治法施行令第167条の４第１項の規定に該当しない者である。

２　宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体ではない。

３　沖縄県暴力団排除条例第２条（平成23年条例第35号）規定する暴力団員又は暴力団員と密接な関係を有する者に該当しない。

４　国税及び地方税を滞納していない。

５　提出書類の受付期間において、会社更生法(平成14年法律第154号)又は民事再生法(平成11年法律第225号)に基づき、更生手続開始又は民事再生手続開始の申立てがなされている者でない。

６　地方自治法、地方財政法及び沖縄県財務規則による制約が課せられ、様式による事務が要求され、責任義務等が生じる旨を了承できる。

７　委託契約終了後も、事業評価等に責任をもって対応することができる。

８　加入義務のある社会保険（労働保険、健康保険及び厚生年金保険）に加入し、保険料の滞納をしていない。

９　沖縄県情報セキュリティ基本方針及び対策基準をはじめ、その他組織に適用されるセキュリティポリシー等を遵守し、情報セキュリティを確保するための必要な措置を講じている。

13


